
○ インフラ整備の事業化に必要な調査
•基礎データ収集
•需要予測
•概略設計
•整備効果検討 等

令和６年度版令和６年度版

国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室

民間活動と連携した自治体のインフラ整備の事業化検討を支援民間活動と連携した自治体のインフラ整備の事業化検討を支援

■ 調査費の概要■ 調査費の概要

～「官民連携基盤整備推進調査費」のご案内～～「官民連携基盤整備推進調査費」のご案内～

■ 制度の趣旨■ 制度の趣旨

地域活性化を目指し、設備投資
などの民間の活動と一体的に計
画される自治体のインフラ整備
の事業化に向けた検討を支援し
ます。
対象となるインフラ整備は、国土交通
省所管の社会資本整備事業（道路、港
湾、河川、公園、市街地整備等）

民間の事業計画と連携し遅れることなくインフラ整備の検討
が行えるよう、事業化に必要な調査の経費の一部を自治体に
対して補助します。
補助対象者は都道府県・市町村、補助率は１／２以内

事業化に必要な調査・検討に併せてPPP/PFI導入に必要な調査も実施可能

事業化検討事業化検討 事業実施事業実施

○ PPP/PFI導入可能性検討
• PPP/PFI手法の選定
•官民の役割分担
• VFMの算定 等

主たる支援内容 主たる支援内容に併せて実施可能

官民連携の相乗効果
による地域活性化

完成

・インフラの供用
・民間による事業活動の実施

本調査費で支援

民間による事業準備民間による事業準備
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■ 調査費の活用事例（イメージ） 凡
例

必要な基盤整備

民間の投資、活動等

① 地域振興施設・駐車場・広場・アクセス道路等の整備に係る需要調査、配置検討、概略設計 等
② 地域振興施設の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討 等

行政により高速道路の開通に併せて道の駅整備を計画、民間により隣接地に商業施設、サイクルポートを
設置、道の駅内での特産品販売や集客イベントの開催、新たなバス路線設置等を実施するもの

I C

広場

地域振興
施設

休憩・
子育て応援・
情報提供施設

駐車場

サイクルポートの設置

民間商業施設の設置

地域振興施設の整備
（ＰＰＰ/ＰＦＩ管理）

アクセス道路の拡幅

駐車場の整備
（ＰＰＰ/ＰＦＩ管理）

休憩・子育て応援
情報提供施設の整備

（ＰＰＰ/ＰＦＩ管理）

防災倉庫の整備

バス会社による新たな路線の設置

広場の整備
（ＰＰＰ/ＰＦＩ管理）

民間団体による
集客イベント開催

防災
倉庫

調査項目の例 地域特産品の開発・販売

事例①：地域活性化の拠点となる 「道の駅」整備の検討事例①：地域活性化の拠点となる 「道の駅」整備の検討

行政により交通結節機能強化のための駅周辺整備を計画、民間により複合商業施設の建設、既存駅ビルの
バリアフリー化、駅前広場での集客イベントの開催、新たなバス路線設置等を実施するもの

私
鉄

新幹線

既存駅ビルの
バリアフリー化

バスターミナルと一体的な
複合商業施設等の建設

バスターミナル拡張
（PPP/PFI管理）

駅前広場整備
（PPP/PFI管理）

ペデストリアンデッキ整備

交差点の改良 バス会社による新たな路線の設置

民間団体による
集客イベント開催

事例②：交通結節機能強化のための駅周辺整備の検討事例②：交通結節機能強化のための駅周辺整備の検討

① 交通結節機能強化に向けた駅周辺の整備に係る需要予測、概略設計、整備効果検討 等
② 交通結節機能強化に向けた駅周辺の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討 等

調査項目の例



観光船の運航

水辺オープン
カフェの設置

河川（親水護岸、
堤防等）整備

遊歩道・サイクリング
ロードの整備

地域交流施設の整備

（PPP/PFI管理）
地域特産品の

開発・販売

民間団体による
集客イベント開催

クルーズ乗客向けに背後圏の観光
地を巡る体験型観光ツアーを企画

物産販売施設、レストランの建設

大型クルーズ船入港に必要な港湾施設整備
港湾機能の強化（岸壁、エプロン、駐車場）

観光地へのアクセス
道路の拡幅

バス会社による新たな路線の設置
周遊観光バスの運行

民間団体による
歓迎イベントの実施 クルーズ船

事例③：観光振興のための公園整備の検討事例③：観光振興のための公園整備の検討

行政により都市公園の新設や再整備を計画、民間により公園内での飲食店等の建設・運営、集客イベント
の開催、新たなバス路線設置等を実施するもの

① 公園施設の整備及びアクセス道路の拡幅等に係る需要調査、配置検討、概略設計 等
② 公園施設の整備・管理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討 等

飲食店
民間事業者によるカフェ
等の飲食店建設・運営

ア
ク
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ス
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路
の
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幅

園路、広場、休憩施設（ベンチ、休憩所等）等の整備
（PPP/PFI管理）

バス会社による新たな路線の設置

民間団体による
集客イベント開催

史

跡

∴

調査項目の例

事例④：河川空間を生かしたかわまちづくりの検討事例④：河川空間を生かしたかわまちづくりの検討

行政によりかわまちづくりによる河川空間整備を計画、民間により水辺オープンカフェの設置や集客イベ
ントの開催、観光船の運航や地域交流施設での特産品販売等を実施するもの

① 河川（親水護岸、堤防等）、地域交流施設・駐車場、道路等の整備に係る概略設計 等
② 地域交流施設・駐車場の整備等に係るPPP/PFI導入可能性検討 等

事例⑤：大型クルーズ船受入のための港湾施設整備の検討事例⑤：大型クルーズ船受入のための港湾施設整備の検討

行政により大型クルーズ船の誘致に向けた港湾施設やアクセス道路の整備を計画、民間により歓迎イベン
トや新規ツアーの企画、物販や飲食施設等の建設、新たなバス路線設置等を実施するもの

① 港湾施設整備に係る需要調査、大型クルーズ船寄港に必要な港湾機能の検討 等
② ①の調査結果に基づく岸壁、エプロン、駐車場、アクセス道路の概略設計 等

調査項目の例

調査項目の例



国土交通省 国土政策局 広域地方政策課 調整室 （官民連携基盤整備推進調査費 担当）
〒100-8918 東京都千代田区霞が関2丁目1番2号 中央合同庁舎2号館12階

TEL:03-5253-8360（直通） E-mailアドレス：hqt-chouseisitu@gxb.mlit.go.jp

（ ホーム http://www.mlit.go.jp/ >> 政策情報・分野別一覧 >> 国土政策 >> 官民連携基盤整備推進調査費）

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

国土交通省ホームページに詳しい情報を掲載しています。応募の様式等をダウンロードできます。

■ お問い合わせ窓口

（各地方支分部局）

部署名 外線（内線）

北海道開発局 開発監理部 開発計画課（地域連携推進室） 011-709-2311（内 5462, 5469）

東北地方整備局 企画部 環境調整官、企画課 022-225-2171（内 3114, 3156, 3236）

関東地方整備局 企画部 事業調整官、企画課 048-601-3151（内 3116, 3158, 3186）

北陸地方整備局 企画部 事業調整官、広域計画課 025-280-8880（内 3116, 3211, 3212）

中部地方整備局 企画部 事業調整官、広域計画課 052-953-8129（内 3116, 3211, 3213, 3226）

近畿地方整備局 企画部 事業調整官、企画課 06-6942-1141（内 3116, 3156, 3181）

中国地方整備局 企画部 事業調整官、広域計画課 082-221-9231（内 3116, 3211,3212,3221）

四国地方整備局 企画部 事業調整官、広域計画課 087-811-8309（内 3211, 3212, 3231)

九州地方整備局 企画部 事業調整官、企画課 092-471-6331（内 3116, 3155, 3186)

沖縄総合事務局 開発建設部 建設行政課 098-866-0031（内 3152, 3166）

（本省担当）

■ 募集から調査実施までの流れ

（R６年度）■ 募集・配分スケジュール
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■ 重点支援する調査
以下の調査については、重点支援します。
・PPP/PFIの推進に資する調査（特にインフラの包括的運営の調査検討）
・広域的な観光又は交流拠点形成の促進に係る調査

区 分 募集期間 配分時期

第１回 １月２４日～２月７日 ４月下旬以降

第２回 ４月１７日～５月３１日 ７月下旬以降

※応募状況により、追加募集を行うことがあります。


